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フェイスブック主導の仮想通貨「リブラ」が発行中止 
G20の規制合意、米規制機関のGFIN参加が示す意味 

 

フェイスブックは10月23日、仮想通貨「リブ

ラ」の発行延期を発表した。同社が主導するリ

ブラ・アソシエーションにはクレジットカード

会社やPayPal、ウーバーなど名だたる企業が多

数参画していたが、なぜ計画は頓挫したのか。 

リブラ最大の特徴は、価格が不安定な仮想通

貨と異なり、その価値が現実の資産で担保され

る点。米ドル、ユーロ、英ポンド、日本円等と

の連動が予定されていた。また、仮想通貨は送

金や決済が安くスムーズに行えるため、クレジ

ットカード各社やEC取引を行う企業は、リブラ

の発行により巨大なブルーオーシャンへリーチ

できる。一方、そこまで利便性の高い仮想通貨

が普及すれば、米ドルやユーロが築いてきた経

済圏がリブラに代わりかねない。そして、銀行

口座経由での送金が必要なくなるため、従来の

経済制裁が無効化する恐れもある。政界・金融

界の大物が相次いで批判したのも納得できよ

う。 

結果、10月18日のG20財務相・中央銀行総裁会

議で「リブラなどのグローバルな『ステーブル

コイン』は厳格な規制なしで発行を許可すべき

ではない」と合意。さらに、アメリカ証券取引

委員会（SEC）などの米4政府機関が、英金融行

為規制機構（FCA）主導の世界的な金融イノベー

ションネットワーク「GFIN」に加入。リブラな

ど「ステーブルコイン」に対する規制の方向性

を定めることになりそうだ。ただし、FCAは仮想

通貨自体には友好的。現在の政界・金融界の思

惑と「ステーブルコイン」の公益性との折り合

いをどのようにつけるのか注目される。 

 

黒字申告割合は８年連続の上昇 
申告所得金額も過去最高額を更新 

 

今年６月末現在の法人数は前年から0.8％増の

313万２千法人で、うち2018年度内に決算期を迎

え今年７月末までに申告した法人は、同1.2％増

の292万９千法人だったことが、国税庁がこのほ

ど公表した2018事務年度の法人税等の申告事績

で分かった。 

その申告所得金額は同3.7％増の73兆3865億円

と９年連続で増加して過去最高額となり、申告税

額の総額も同2.6％増の12兆7922億円と２年連続

で増加した。 

法人の黒字申告件数は101万７千件（前年対比

2.8％増）で、黒字申告割合は前年度を0.5ポイン

ト上回る34.7％となり、８年連続で上昇した。黒

字申告割合は2014年度以降５年連続で30％台と

なった。もっとも、法人の黒字申告割合は、過去

最高だった1973年度（65.4％）の半分前後の低

い数字が、1993年度から26年も続いていること

になり、法人の黒字申告割合はいまだ低水準が

続いている。 

 黒字法人の申告１件あたりでは前年度に比

べて0.9％増の7215万６千円となった。一方で、

申告欠損金額は同▲4.8％減の13兆541億円、赤

字申告１件あたりの欠損金額も同▲5.1％減の

682万７千円と、ともに減少。前年度は企業業績

の二極化傾向にあったが、2018年度は全体が改

善されたことがうかがえる。ちなみに、申告欠

損金額のピークは1999年度の33兆2791億円だっ

たので、2018年度は約39％まで減少したことに

なる。 

 


